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大東建託グループの沿革

売上高・営業利益・日経平均株価の推移と社会・経済の動き
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始動 フランチャイズ
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人員増強とサテライト店舗増設
ＴＶ・インターネット広告強化
２４時間反響受付体制　etc

人員増強（300名→500名体制へ）
広告宣伝費の投下予算増加

人員増強（500名→800名体制へ）
サテライト店舗開始
広告宣伝費の投下予算増加6.0
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※第20期（1993年度）までは単体、第21期（1994年度）以降は連結の売上高と営業利益で表示しています。
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生産緑地法の改正

宅地並課税の施行

大東建託に社名変更

名証2部上場

大東協力会再編

大東共済会設立

ハウスコム設立

大東ファイナンス設立

東証1部上場

名証1部に指定替え

本社東京移転

大東産業を設立

阪神・淡路大震災

新本社ビル竣工

国内初の責任財産限定型ローン

大東建物管理設立

ケアパートナー設立

全国支店網完成

リーマンショック

改正保険業法施行

支店網200支店

賃貸経営受託システムスタート

東日本大震災

ブランドメッセージ
「生きることは、託すこと。」制定

大東建託リーシング設立

管理戸数100万戸達成 サステナビリティ基本方針
7つのマテリアリティを特定

日銀マイナス
金利導入

新型コロナウイルス
感染症の流行

ウッドショック

相続税法改正

※第20期（1993年度）までは単体、第21期（1994年度）以降は連結の売上高と営業利益で表示しています。
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